
平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算書



 



（１） 戸

（２） ｍ
３

（３） ｍ
３

（４）

（イ） 千円

（ロ） 千円

（ハ） 千円

（ニ） 千円

（ホ） 千円

（へ） 千円

（ト） 千円

（チ） 千円

千円

千円

千円

千円

第 ３ 条

79,890水 洗 化 戸 数

　業務の予定量は、次のとおりとする。

246,830

249,201

662,900

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

主 要 な 建 設 改 良 事 業

年 間 総 処 理 水 量

公 共 下 水 道 管 渠 整 備 事 業

公 共 下 水 道 施 設 地 震 対 策 事 業

下水浄化センターエネルギー創出事業

公 共 下 水 道 雨 水 整 備 事 業

一 日 平 均 処 理 水 量

931,900

8,424

公 共 下 水 道 管 路 長 寿 命 化 事 業

公 共 下 水 道 総 合 地 震 対 策 事 業

公共下水道処理施設長寿命化事業

30,000

（総　　則）

（業務の予定量）

22,832,000

62,553

87,000

125,000

第 ８ 号 議 案

収 入

平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算

第 １ 条

第 ２ 条

　平成３０年度佐賀市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

　　　　第１項　営業収益

24

3,971,294

市 営 浄 化 槽 整 備 事 業

　　第１款　事業収益

　　　　第２項　営業外収益

3,862,264

　　　　第３項　特別利益

7,833,582
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（資本的収入及び支出）

　　　　第４項　予備費

2,776,431

3,438,187

1,218,214

　　　　第３項　その他資本的支出 500

支 出

7,742,644

1,788,068

1

136,236

　　　　第２項　営業外費用

　　　　第５項　他会計負担金

　　　　第１項　企業債

　　　　第３項　特別損失

　　　　第７項　固定資産売却代金

1,270

　　第１款　事業費

　　　　第１項　営業費用 6,522,160

1,000

第 ４ 条

2,438,100

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，２６２，０

９６千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６５，３２１千円、過年度分損益勘定留保資金６３，０７

６千円及び当年度分損益勘定留保資金１，１３３，６９９千円で補 するものとする。）。

収 入

　　　　第２項　企業債償還金

588,300

　　　　第６項　他会計補助金

支 出

4,953,022　　第１款　資本的収入

　　　　第２項　工事負担金 1

　　　　第１項　建設改良費

　　　　第４項　国県補助金

　　　　第３項　受益者負担金及び分担金

2,316

6,215,118　　第１款　資本的支出
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30

35

30

35

30

35

30

35

水洗便所改造資金に対する損失補償
（農業集落排水事業）

証書借入

平成
1,935

起 債 の 方 法

平成

水洗便所改造資金に対する損失補償
（市営浄化槽事業）

第 ６ 条

平成

平成

 下水道事業

償 還 の 方 法

　政府資金についてはその融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権
者と協定する融資条件による。
　ただし、企業財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、若しくは
繰上償還し、又は、低利債に借換える
ことができる。

平成 年度から

水洗便所改造資金に対する損失補償
（公共下水道事業）

年度まで

利 率

５．０％以内（た
だし、利率見直し
方式で借り入れる
政府資金等につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

平成

年度まで

年度から

限 度 額

千円

19,344

年度から

年度まで

1,935

第 ５ 条

起 債 の 目 的

2,438,100

　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（企業債）

（債務負担行為）

平成

年度まで
1,935

千円

限 度 額

年度から平成水洗便所改造資金に対する損失補償
（特定環境保全公共下水道事業）

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間
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（一時借入金）

　一時借入金の限度額は、３，０００，０００千円と定める。

（１）

（２）

（３）

（１） 千円

営業外費用

　事業費及び資本的支出の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２，６２２，９１２千円

である。

615,728

営業費用

第 ７ 条

第 ９ 条

　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

佐賀県佐賀市長 秀 島 敏 行

　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金

額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

平成３０年２月２７日 提出

職員給与費

第 １ ０ 条

（他会計からの補助金）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

特別損失

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８ 条
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予定額（千円） 備 考

１ 事 業 収 益 7,833,582 下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

１ 営 業 収 益 3,862,264 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 3,636,702 下水道使用料

２ 受 託 工 事 収 益 21,748 管渠布設に付随する道路舗装補修等の受託による収入

３ 雨 水 処 理 負 担 金 200,222 雨水事業の維持管理等に対する一般会計からの負担金

４ そ の 他 の 営 業 収 益 3,592

２ 営 業 外 収 益 3,971,294 主たる営業活動以外から生ずる収益

１ 受取利息及び配当金 4 預金利息

２ 他 会 計 負 担 金 23,327 一般会計等からの負担金

３ 他 会 計 補 助 金 834,844 一般会計からの補助金

４ 国 県 補 助 金 4,500 維持管理に対する国庫補助金

５ 長 期 前 受 金 戻 入 3,085,505
補助金等をもって取得した資産の償却額のうち、補助金等の
割合に相当する額の戻入額

６ 雑 収 益 9,512 汚泥堆肥化施設管理収入、その他

７ 消費税及び地方消費税還付金 13,602 消費税及び地方消費税の還付相当額

３ 特 別 利 益 24

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 23 過年度損益修正益

２ そ の 他 特 別 利 益 1

平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算に関する説明書平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算に関する説明書平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算に関する説明書平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算に関する説明書

平成３０年度佐賀市下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　入
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予定額（千円） 備 考

１ 事 業 費 7,742,644 下水道事業の経営活動全般に要する費用

１ 営 業 費 用 6,522,160 主たる営業活動に要する費用

１ 管 渠 費 269,473 管渠の維持管理に要する費用

２ 処 理 場 費 1,045,231 処理場の維持管理及び処理作業に要する費用

３ ポ ン プ 場 費 140,721 ポンプ場の維持管理に要する費用

４ 浄 化 槽 費 211,982 市営浄化槽の維持管理に要する費用

５ 雨 水 排 水 費 91,935 雨水事業の函渠等の維持管理に要する費用

６ 受 託 工 事 費 21,748 管渠布設に付随する道路舗装補修等の受託工事に要する費用

７ 業 務 費 206,255 下水道使用料の調定及び収納に要する費用

８ 総 係 費 246,530 事業活動の全般に要する費用

９ 減 価 償 却 費 4,233,351 固定資産の減価償却費

１０ 資 産 減 耗 費 54,934 固定資産の除却費

２ 営 業 外 費 用 1,218,214 主たる営業活動以外に要する費用

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 1,104,570 企業債及び一時借入金の利息

２ 雑 支 出 331

３ 消費税及び地方消費税 113,313 消費税及び地方消費税の納税相当額

３ 特 別 損 失 1,270

１ 固 定 資 産 売 却 損 100 固定資産売却損

２ 過 年 度 損 益 修 正 損 1,070 過年度損益修正損

３ そ の 他 特 別 損 失 100

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000 予備費

支　　　　　　　　　出

款 項 目
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予定額（千円） 備 考
１ 資本的収入 4,953,022 下水道事業の資本的支出に充てる収入

１ 企 業 債 2,438,100

１ 企 業 債 2,438,100 建設企業債、特別措置分及び資本費平準化債等

２ 工 事 負 担 金 1

１ 工 事 負 担 金 1 管渠布設等工事負担金

３
受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

136,236

１ 受 益 者 負 担 金 50,962 受益者負担金

２ 受 益 者 分 担 金 85,274 受益者分担金

４ 国 県 補 助 金 588,300

１ 国 県 補 助 金 588,300 管渠の布設及び市営浄化槽の設置等に対する国庫補助金

５ 他会計負担金 2,316

１ 他 会 計 負 担 金 2,316 一般会計等からの負担金

６ 他会計補助金 1,788,068

１ 他 会 計 補 助 金 1,788,068 一般会計からの補助金

７ 固定資産売却代金 1
１ 固 定 資 産 売 却 代 金 1 固定資産売却代金

予定額（千円） 備 考
１ 資本的支出 6,215,118 下水道事業の建設改良事業等に要する経費

１ 建 設 改 良 費 2,776,431

１ 管 渠 整 備 費 1,263,484 管渠の布設に要する経費

２ 施 設 費 540,380 諸施設工事費、諸機器購入費

３ 浄 化 槽 整 備 費 271,181 市営浄化槽の設置に要する経費

４ 雨 水 整 備 費 666,183 雨水幹線等の整備に要する経費

５ 受益者負担金等事務費 35,203 受益者負担金及び受益者分担金の徴収等に要する経費

２ 企業債償還金 3,438,187

１ 企 業 債 償 還 金 3,438,187 企業債償還金

３ その他資本的支出 500

１ そ の 他 資 本 的 支 出 500

款 項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出
収　　　　　　　　　入

款 項

支　　　　　　　　　出

目
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（単位：千円）

当年度純利益 25,626

減価償却費 4,233,351

資産減耗費 54,934

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,285

賞与引当金の増減額（△は減少） 461

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18,619

長期前受金戻入額 △ 3,085,505

受取利息及び配当金 △ 4

支払利息 1,104,570

元利償還等に対する他会計からの繰入金による収入 △ 884,392

有形固定資産売却損益（△は益） 100

未収金の増減額（△は増加） 68,752

未払金の増減額（△は減少） △ 14,774

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,548,023

有形固定資産の取得による支出 △ 2,599,633

その他の支出 △ 500

有形固定資産の売却による収入 1

受益者負担金及び分担金による収入 130,232

他会計からの繰入金による収入 43,888

平成３０年度佐賀市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書平成３０年度佐賀市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書平成３０年度佐賀市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書平成３０年度佐賀市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
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国県補助金等による収入 545,626

受取利息及び配当金 4

賞与引当金の増減額（△は減少） 268

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 14,896

未収金の増減額（△は増加） △ 69,556

未払金の増減額（△は減少） 12,676

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,951,890

一時借入れによる収入 3,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 3,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,898,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,203,808

その他の企業債による収入 539,500

その他の企業債の償還による支出 △ 234,379

支払利息 △ 1,104,570

元利償還等に対する他会計からの繰入金による収入 2,568,089

財務活動によるキャッシュ・フロー 463,432

資金増減額（△は減少） 59,565

資金期首残高 896,800

資金期末残高 956,365

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
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( 3 )

(   )

( 3 )

( 2 )

(   )

( 2 )

( 1 )

(   )

( 1 )

（千円）

214,278

217,817

△ 3,539

退職給付費

（千円）

49,016

45,534

3,48234 0 △ 2,425

（千円） （千円）

21,247 264

（千円）

660 111,467

23,438 230 660

△ 294 △ 362△ 444

113,892

（千円）

資本勘定支弁職員 0

（千円）

通勤手当

合 計

※特別職は嘱託職員

△ 7,134

△ 912

（千円）

5,388

△ 402 △ 25

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職員特別勤務手当 期末勤勉手当

7,296 5,485

計

単身赴任手当 特殊勤務手当管理職手当

912 432

13,704 4077,002 5,123

（千円） （千円）（千円） （千円）

扶養手当 住居手当

0

5,832 14,106

△ 3,193

△ 3,539

△ 1 0 △ 2,399

△ 5,890

288,070

△ 3,690△ 2 2,295

△ 497

給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書
１　　総　　括

250,488

6 368,930160,993

職 員 数
法定福利費

209,952 40,536

合 計 20,791 282,180

12,871

10

区　　　　分

損益勘定支弁職員本

年

度

資本勘定支弁職員

報 酬 給 料

（人）（人）

15,166

△ 1

95,035

7 157,502

特 別 職

54,499

36

31

98,479

314,431

3

517,249

312,202

214,278

5,625

（千円）

140,567

一 般 職 賃 金 手 当

（千円）

計

67

37

△ 2,229 1,732△ 1,0332,295 △ 3,491

619,41869

（千円）

205,04774,744

615,728

368,433

247,295

（千円）

合 計

（千円）

※期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち当年度発生額である賞与引当金繰入額が含まれる。

3,444

比

較

損益勘定支弁職員

9

△ 4,905 1,712△ 2,506

（千円）

77,250

給 与 費

（千円）

127,077

18,496

56,231139,534

217,817 524,383

124,678 42,248

資本勘定支弁職員 3 5,625

前 年 度

本 年 度

比 較

区 分

本 年 度

区 分

比 較

前 年 度

1

32

1

手 当 の 内 訳

前

年

度

損益勘定支弁職員

合 計

△ 2,191

（ 75 ）



２　給料及び手当の増減額の明細

説 明

3,107 1.12%

その他の増減分 △ 8,997

2,884 540 千円
2,344 千円

その他の増減分 3,482 退職給付費 退職給付繰入額

退職給付費

退職予定者の状況 本年度　　１名

前年度　　１名

△ 9,905

期末勤勉手当の改定分

退職予定者等の増
減によるもの

850千円

2,632千円

備 考区 分
増 減 額
（千円）

増減事由別内訳
　　　　　　　（千円）

給 料 給与改定に伴う
増減分

△ 5,890

人事異動等による
もの

平均昇給率昇給に伴う
増加分

人事異動等による
もの

手 当 △ 3,539 制度改正に伴う
増減分

扶養手当及び期末
勤勉手当の改定に
よるもの

扶養手当の改定分
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３　　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初　任　給

一 般 会 計 の 制 度
区 分

179,800

高 校 卒

大 学 卒

147,100

行　　　　政　　　　職　　（円）

企　　　業　　　職

　　　　　　　（円）

147,100

179,800

平 均 年 齢

区　　　　　　　　分

363,591

45歳1月

企　　　　　業　　　　　職

341,679

366,190

45歳8月

平均給料月額  （円）

平均給与月額  （円）

平 均 年 齢

平均給料月額  （円）

平均給与月額  （円）

平成３０年１月１日現在

平成２９年１月１日現在

338,668
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（３）級別職員数 　　　　　　　　　　　　

級 職員数（人） 構成比（％）
(   ) (   )

2 3.0
(   ) (   )

5 7.4
( 3 ) ( 100.0 )
18 27.0
(   ) (   )
29 43.3
(   ) (   )

6 8.9
(   ) (   )

5 7.4
(   ) (   )

1 1.5
(   ) (   )

1 1.5
( 3 ) ( 100.0 )
67 100.0
(   ) (   )

2 3.0
(   ) (   )

8 12.1
( 2 ) ( 100.0 )
16 24.3
(   ) (   )
26 39.4
(   ) (   )

6 9.1
(   ) (   )

7 10.6
(   ) (   )
― ―
(   ) (   )

1 1.5
( 2 ) ( 100.0 )
66 100.0

区　　　　分
企　　　業　　　職 (級別の標準的な職務内容）

企 業 職

７級

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
主事又は技師の職務

３級

(１)　副課長又は主幹の職務
(２)　困難な業務を分掌する係長又は困難な業務を処
理する主査の職務８級

６級

１級 定型的な業務を行う主事又は技師の職務

２級

１級

５級

２級

３級

４級

平成３０年１月１日現在

(１)　係長又は主査の職務
(２)　主任の職務

５級

４級

計

１級

課長又は参事の職務

困難な業務を処理する副課長又は主幹の職務

級 内 容

平成２９年１月１日現在

８級

計

８級 部長又は理事の職務

７級 副部長又は副理事の職務

２級

３級

４級

５級

６級

７級

６級
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（４）昇　給

企 業 職

(Ａ)（人） 67

(Ｂ)（人） 53

２号給 （人）

４号給 （人） 53

６号給 （人）

８号給 （人）

79.1

(Ａ)（人） 69

(Ｂ)（人） 57

２号給 （人）

４号給 （人） 57

６号給 （人）

８号給 （人）

82.6

（５）特殊勤務手当

（％）

（円）

区　　　　　　　　　分

本
　
年
　
度

 職　　　　　　員　　　　　　数　　　　  

 昇　給　に　係　る　職　員　数　　

号 給 数 別 内 訳

 比　　　　　　　　　率　　（Ｂ）　/　（Ａ）　　 （％）

号 給 数 別 内 訳

 比　　　　　　　　　率　　（Ｂ）　/　（Ａ）　　 （％）

区 分 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.1

前
　
年
　
度

 職　　　　　　員　　　　　　数　　　　  

 昇　給　に　係　る　職　員　数　　

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 下水道人孔内作業手当　資格手当　危険手当

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 32.8

（ 平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額

804
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（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

通　勤　手　当 同　　　じ

区　　　　　分

区　　　　　分

支 給 率 等

差異の内容

扶　養　手　当

住　居　手　当 同　　　じ

同　　　じ

(1.075)

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

本　　　年　　　度

前　　　年　　　度

33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職
特例措置

（2％～45％加算）

定年前早期退職
特例措置

（2％～45％加算）

備　考

一 般 会 計 の 制 度

(1.200)

(1.075) (1.225)

一般会計の制度との異同

47.70924.586875

24.586875

33.27075 47.709

区　　　　　　　　　　分

25年勤続の者
      （月分）

35年勤続の者
      （月分）

(1.225)

支 給 率 計
（ 月 分 ）

4.400

4.300

4.400

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

(2.250)

(2.300)

6月（月分）

2.075

2.125

2.125 2.275

(1.050)

そ の 他 の加算措置 等
20年勤続の者

      （月分）

有

有

最高限度
      （月分）

備　　考

(2.300)

12月（月分）

2.275

職制上の段階、職務の
級等 に よ る加算措置

有

2.225
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企 業 債
国 庫
補 助 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

29 233,600 116,800 116,800 － 233,600 － 233,600 － 65.3

30 124,400 62,200 62,200 － － 124,400 124,400 － 34.7

計 358,000 179,000 179,000 － 233,600 124,400 358,000 － 100.0

継　続　費　に　関　す　る　調　書

款 項 事業名

全 体 計 画
当該年度
末までの
支払義務
発生予定

額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗

率

備 考

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)

額

当該年度
支払義務
発生予定

額

前前年度
末までの
支払義務
発生額

左 の 財 源 内 訳

資 本 的
支 出

建 設
改 良 費

公共下水道雨
水 整 備 事 業
厘外雨水ポン
プ場建設工事
(機械・電気)

年 割 額
年
度
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金 額 金 額 国県補助金 企業債 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成 30 年度

から 31 年度

まで

平成 30 年度

から 32 年度

まで

平成 30 年度

から 33 年度

まで

平成 30 年度

から 34 年度

まで

平成 30 年度

から 35 年度

まで

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期 間 期 間

【公共下水道事業】

（平成２７年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

29,736 － －

52,534

（平成２６年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

45,596 － － 45,596

（平成２５年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

52,534 － － 平成 30 年度 52,534

45,596

19,344

29,736 29,736

－ －

19,344

（平成３０年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

19,344 － －

29,016

19,344

（平成２８年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

29,016 － －

（平成２９年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

19,344

29,016

19,344
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金 額 金 額 国県補助金 企業債 自己資金 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成 21 年度 平成 30 年度

から 29 年度 から 36 年度

まで まで

平成 23 年度 平成 30 年度

から 29 年度 から 37 年度

まで まで

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期 間 期 間

587,611

145,678

（平成２１年度設定）

下水汚泥堆肥化施設運
営業務委託料

1,200,000 612,389 587,611

（平成２３年度設定）

消化ガス発電設備維持
管理業務委託料

253,189 107,511 145,678
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金 額 金 額 国県補助金 企業債 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成 30 年度

から 31 年度

まで

平成 30 年度

から 32 年度

まで

平成 30 年度

から 33 年度

まで

平成 30 年度

から 34 年度

まで

平成 30 年度

から 35 年度

まで

年度 3,965

左 の 財 源 内 訳

【特定環境保全公共下水道事業】

（平成２５年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

期 間 期 間

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

3,965 － － 平成 30 3,965

3,9653,965 － － 3,965

（平成２７年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

2,974 － － 2,974 2,974

（平成２６年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

2,902

1,935

2,902

（平成２８年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

2,902 － －

（平成２９年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

1,935 － － 1,935

1,935 1,935

（平成３０年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

1,935 － －
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金 額 金 額 国県補助金 企業債 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成 30 年度

から 31 年度

まで

平成 30 年度

から 32 年度

まで

平成 30 年度

から 33 年度

まで

平成 30 年度

から 34 年度

まで

平成 30 年度

から 35 年度

まで

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期 間 期 間

【農業集落排水事業】

（平成２５年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

2,974 － － 平成 30 年度 2,974 2,974

3,869 3,869

（平成２９年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

1,935 － －

（平成２６年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

3,965 － － 3,965 3,965

（平成３０年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

1,935 － － 1,935

3,965 3,965

1,935

（平成２７年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

3,965 － －

（平成２８年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

3,869 － －

1,935

1,935
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金 額 金 額 国県補助金 企業債 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成 30 年度

から 31 年度

まで

平成 30 年度

から 32 年度

まで

平成 30 年度

から 33 年度

まで

平成 30 年度

から 34 年度

まで

平成 30 年度

から 35 年度

まで

（平成３０年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

1,935 － － 1,935 1,935

5,948平成 30 年度

左 の 財 源 内 訳

－ － 4,956

－ － 5,948

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

期 間 期 間

（平成２７年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

2,974 － － 2,974

2,902

（平成２８年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

2,902 － －

4,956

【市営浄化槽事業】

（平成２５年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

5,948

2,974

1,935

2,902

（平成２６年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

4,956

1,935

（平成２９年度融資
あっ旋分）

水洗便所改造資金に対
する損失補償

1,935 － －
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１

（１） 3,350,976

（２） 10,001

（３） 213,316

（４） 3,679 3,577,972

２

（１） 261,913

（２） 946,343

（３） 130,626

（４） 184,309

（５） 102,150

（６） 10,001

（７） 195,581

（８） 275,009

（９） 4,222,294

（１０） 37,120 6,365,346

△ 2,787,374

平成２９年度佐賀市下水道事業予定損益計算書（前年度分）平成２９年度佐賀市下水道事業予定損益計算書（前年度分）平成２９年度佐賀市下水道事業予定損益計算書（前年度分）平成２９年度佐賀市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

浄 化 槽 費

下 水 道 使 用 料

受 託 工 事 収 益

受 託 工 事 費

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

雨 水 処 理 負 担 金

雨 水 排 水 費

管 渠 費

処 理 場 費

ポ ン プ 場 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益
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３

（１） 4

（２） 20,767

（３） 918,248

（４） 8,334

（５） 3,069,887

（６） 8,555 4,025,795

４

（１） 1,162,804

（２） 25,344 1,188,148 2,837,647

50,273

５

（１） 22

（２） 1 23

６

（１） 993

（２） 93 1,086 △ 1,063

49,210

583,425

0

632,635当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

特 別 利 益

そ の 他 特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

経 常 利 益

他 会 計 負 担 金

雑 支 出

雑 収 益

営 業 外 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

国 県 補 助 金
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１

（１）

イ 3,392,850

ロ 3,031,068

△ 579,812 2,451,256

ハ 139,821,661

△ 18,480,355 121,341,306

ニ 14,167,568

△ 5,253,130 8,914,438

ホ 4,939

△ 3,439 1,500

ヘ 87,802

△ 47,948 39,854

ト 1,004,173

137,145,377

（２）

イ 3,452

3,452

137,148,829

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

（単位：千円）

平成２９年度佐賀市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）平成２９年度佐賀市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）平成２９年度佐賀市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）平成２９年度佐賀市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成３０年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 建 設 仮 勘 定

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計
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２

（１） 896,800

（２） 708,070

△ 17,095 690,975

1,587,775

138,736,604

３

（１）

イ

57,338,852

ロ 1,495,068

58,833,920

（２）

イ 126,665

ロ 33,333

159,998

58,993,918

未 収 金

現 金 預 金

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計
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４

（１）

イ

3,201,101

ロ 234,378

3,435,479

（２） 518,469

（３） 894

（４）

イ 42,551

42,551

（５） 44,800

4,042,193

５

73,776,210

△ 16,135,116

57,641,094

120,677,205

充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

流 動 負 債

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

未 払 金

未 払 費 用

引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 15,005,366

７

（１）

イ 1,822,108

ロ 8,053

ハ 543,947

ニ 698

ホ 46,592

2,421,398

（２）

イ 632,635

632,635

3,054,033

18,059,399

138,736,604

0000

受 贈 財 産 寄 付 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金

国 県 補 助 金
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１

（１）

イ 3,392,850

ロ 3,068,568

△ 673,036 2,395,532

ハ 142,215,991

△ 21,770,284 120,445,707

ニ 15,025,639

△ 6,036,313 8,989,326

ホ 7,084

△ 3,993 3,091

ヘ 102,591

△ 50,324 52,267

ト 161,439

135,440,212

（２）

イ 2,587

2,587

135,442,799

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

平成３０年度佐賀市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）平成３０年度佐賀市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）平成３０年度佐賀市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）平成３０年度佐賀市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３１年３月３１日）

（単位：千円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
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２

（１） 956,365

（２） 708,310

△ 20,818 687,492

1,643,857

137,086,656

３

（１）
イ

56,020,226

ロ 1,823,627

57,843,853

（２）

イ 152,950

ロ 33,333

186,283

58,030,136固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産
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４

（１）
イ

3,214,519

ロ 210,940

3,425,459

（２） 508,589

（３） 849

（４）

イ 43,280

43,280

（５） 44,800

4,022,977

５

76,133,859

△ 19,185,341

56,948,518

119,001,631

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

流 動 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

引 当 金
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６ 15,005,366

７

（１）

イ 1,822,108

ロ 8,053

ハ 543,947

ニ 698

ホ 46,592

2,421,398

（２）

イ 658,261

658,261

3,079,659

18,085,025

137,086,656

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金

受 贈 財 産 寄 付 金

受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金
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注　記

重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

減価償却の方法 定額法

主な耐用年数

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具器具及び備品

無形固定資産

減価償却の方法 定額法

主な耐用年数

ソフトウエア

引当金の計上方法

退職給付引当金

（２）

・

・

５ ～

年

年

年１０

年

年

５

Ⅰ．

６ ～２８

４ ６

１０～５０

～

１

１５

（１）

・

５０～

・

年

（１）

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。
　なお、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる金額３５０，００３千
円を除き、下水道事業会計が負担すると見込まれる金額３１，４３９千円を含んだ額を計上している。

２
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賞与引当金

貸倒引当金

その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

予定貸借対照表に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

引当金の取崩し及び繰入れ

退職給付引当金

賞与引当金

貸倒引当金

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他
会計が負担すると見込まれる額は３５，３４７，６４２千円である。

（２）

（１）

３

（２）

　職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給（支出）見込額に基づ
き、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３）

　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

２

（１）

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

１

　当年度の退職手当として、２１，４５０千円を支給し、及び一般会計に対し１，２８１千円を負担する見込みのため、
２，３０８千円を取り崩す。
　また、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額にするため、２８，５９３千円を繰り入れる。

（３）

　当年度の期末勤勉手当及び期末勤勉手当に係る法定福利費（６月支払分）として、４２，５５１千円を取り崩す。
　また、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額４３，２８０千円を繰り入れる。

Ⅱ．

　当年度の不納欠損として、１７，０９５千円を取り崩す。
　また、翌年度の不納欠損として当年度の負担に属する額２０，８１８千円を繰り入れる。
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セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び市営浄化槽事業を運営しており、
各事業で運営方針等を決定している。また、公共下水道事業については、全額公費負担である雨水事業も含んでいることから、
公共下水道事業（汚水）、公共下水道事業（雨水）、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び市営浄化槽事業の５
つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事 業 区 分 事　　　　業　　　　の　　　　内　　　　容

公共下水道事業
（雨水）

　雨水を処理する業務

特定環境保全
公共下水道事業

　特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務

公共下水道事業
（汚水）

　公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務

市営浄化槽事業

農業集落排水事業

　上記以外の処理区域で汚水を処理する業務

　農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務

Ⅲ．

１
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報告セグメントごとの営業収益等

当年度（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで) （単位：千円）

その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置
修繕引当金に関する経過措置

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 △ 92,980 △ 378,683 △ 266,344 141,378 △ 1,706,030△ 1,109,401

439,262 114,049 2,848,777

営業損益

経常損益

6,522,160

△ 155,464 △ 486,406

11,629,150 6,562,082

△ 2,659,896△ 415,244

137,086,656

492,140

2,336,501

セグメント資産

セグメント負債

12,48039 93,184

119,001,631

その他の項目

減価償却費

他会計繰入金

3,164,072

210,503

21特別利益

40 10

1 1

1,200

1 1

1,104,570

20 1,2700

0 24

8,291

434,488

1

70,453

4

235,387 111,037 4,233,351288,367

7,381,050 2,366,50312,801,710

528,897

0

特定環境保全
公共下水道

農業集落排水 市営浄化槽

２

4,648,662

△ 1,403,570

355,686 696,415

210,009

329,257

76,896 130,0453,245,092 200,222

△ 199,212

3,862,264

合　計

事　　　業　　　区　　　分

公共下水道
（汚水）

公共下水道
（雨水）

営業収益

営業費用

Ⅳ．

１
（１）

特別損失

受取利息

880,926 30,321 114,579

1

　平成２６年３月３１日以前に繰り入れられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

支払利息

1,556,066

105,791,946

92,623,011

8,745,447

5,850,887

266,431 △ 185,785 19

1
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